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１．基本コンセプト 

大和市北部文化・スポーツ・子育てセンターは、市民が快適に学習活動を行うことのできる 

施設であることに加え、屋内スポーツ施設を設置し、また、乳幼児親子の居場所として多世代 

が交流を深め、様々な活動を行うことができる施設として、次のコンセプトを基本に運営する 

ものとします。 

 

・市民の学びと健幸をサポートする施設 

市民が施設に足を運び、スポーツを含む様々な分野を講座やサークル活動等をとおして学

ぶとともに、学習の成果を発表する場として、市民の生涯学習活動を支援する施設とします。 

 

・市民の交流を促進する施設 

共通の想いや趣味などを持つ市民が集い、交流する場として、また、市民活動の場として

自由に活用できる施設とします。 

 

・地域の生涯学習活動を支える施設 

市内学習センター５館を構成する地区館の１つとして、地域住民や利用者の意見を管理運

営に反映させながら地域の生涯学習や社会教育につながる活動を支援する施設とします。 

 

２．運営に関する基本事項 

（１）施設構成 

階層 施設名 施設概要 

１階 

会議室１ 【４９人】 
会議・研修のほか、座学を中心とした学習活動に利用可。その
他、フラダンスやオカリナなど、小さな動き・音量で活動でき
るものについても、利用可。 
隣り合った会議室を同時に予約すれば、間仕切りを開放して、
一体化した利用も可能。 

会議室２ 【７３人】 

会議室３ 【４９人】 

会議室４ 【３１人】 
会議室４・５は現在自習室として開放中のため、利用料金算定
に入れないでください。 

会議室５ 【３１人】 

会議室６ 【４９人】 
会議・研修のほか、座学を中心とした学習活動に利用可。その
他、ダンス等のある程度大きな動き・音量で活動するものにつ
いても、利用可。隣り合った会議室を同時に予約すれば、間仕
切りを開放して多目的室としての利用も可能。 

会議室７ 【７３人】 

会議室８ 【４９人】 

市民交流スペース 
利用者が簡単な打合せや活動、休憩等に気軽に利用できるス
ペース。 

プレイルーム 
乳幼児を主な対象として、安全・自由に遊べる空間。半面は定
期的に市の事業を実施。 
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親子交流サロン・親子
交流テラス 

親子が気軽に集える地域の子育て交流スペース。 

印刷スペース 利用者の活動のために、コピー機等を設置。 

事務室 指定管理者が施設に関する事務を行うスペース。 

２階 

アリーナ 
各種屋内球技や運動のための体育施設。登録団体は全面利用、
半面利用が可。個人利用が可。 

器具庫 アリーナで利用する運動器具等を保管するための備品庫。 

休憩室 利用者のための休憩室。 

コインロッカー 利用者の活動のために、コインロッカーを設置。 

更衣・ロッカー室 
【男女別２室】 

アリーナの利用者のための更衣・ロッカー室。 

屋外 

駐輪場 【約８０台】 本施設の利用者のための駐輪場。 

駐車場 【１台】 身体障がい者向け 

 

（２）休館日 

１２月２９日から１月３日までを定期休館とします。 

ただし、指定管理者が特に必要と認める場合は、市の承認を得て変更ができるものとしま

す。 

また、保守点検等、施設の維持管理のために休館日を設ける場合、利用状況に配慮しなが

ら実施日を設定し、市の承認を得るものとします。その際、利用者の混乱を招かないように

周知を行ってください。 

 

（３）開館時間等 

原則、９時００分から２１時３０分までとします。 

ただし、指定管理者が特に必要と認める場合は、市の承認を得て変更できるものとします。 

なお、窓口受付については８時３０分から対応できる体制を整えてください。窓口受付の

終了時間は指定管理者が設定できるものとします。 

 

（４）利用時間 

１）会議室等の利用時間の区分は、次のとおりとします。なお、１３時００分から１３時 

３０分までは原状回復の確認及び清掃時間とします。 

・ ９時００分から１１時００分 

・１１時００分から１３時００分 

・１３時３０分から１５時３０分 
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・１５時３０分から１７時３０分 

・１７時３０分から１９時３０分 

・１９時３０分から２１時３０分 

※原状回復の確認及び清掃時間にまたがり、同一の会議室等を連続して利用する場合には、その時間に

ついても連続して利用できるものとします。 

 

２）アリーナの利用時間 

アリーナの利用時間の区分は、次のとおりとします。ただし、指定管理者が必要と認め 

る場合は、アリーナの個人利用枠を確保するため、特定の日時においてアリーナの全部ま 

たは一部を団体利用不可にできるものとします。利用に係る運用を見直す場合は、利用者

に対して十分な説明を行ってください。 

 

［団体利用］ 

・ ９時００分から１１時００分 

・１１時００分から１３時００分 

・１３時３０分から１５時３０分 

・１５時３０分から１７時３０分 

・１７時３０分から１９時３０分 

・１９時３０分から２１時３０分 

※ １３時００分から１３時３０分の前後で連続して利用する場合には、その時間につ

いても連続して利用できるものとします。 

 

［個人利用］ 

・ ９時００分から１２時００分 午前の部 

・１２時００分から１５時００分 午後の部 ① 

・１５時００分から１８時００分 午後の部 ② 

・１８時００分から２１時００分 夜間の部 

 

３）駐輪場の利用時間 

駐輪場の利用時間は、施設の開館時間を考慮し、次のとおりとします。 

・ ８時１５分から２１時４５分 

 

（５）利用料金の設定 

各施設の利用料金については、「大和市生涯学習センター条例」に規定される利用料金の額

を上限として、指定管理者が利用料金額を設定し、市に承認を得るものとします。 

 

（６）利用料金の収受及び還付 

本施設は、地方自治法第２４４条の２第８項に規定する利用料金制を導入しているため、
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指定管理者は、利用者が支払う利用料金を自らの収入として収受するものとします。 

施設の利用料金の徴収は、「大和市生涯学習センター条例施行規則」で定める期日までに行

うものとします。また、利用料金は現金決済の場合は窓口での支払いを原則とします。 

また、利用の変更・取消しに伴う利用料金の還付は原則として行わないこととし、災害等、

利用者の責に拠らない理由で施設が利用できない場合（臨時閉館、交通機関の運休、選挙に

よる臨時的な利用制限に限る）は全額還付とします。 

 

（７）利用料金の減免 

施設利用料金の減免は下記のとおりとします。 

なお、減免利用の多寡にかかわらず、市は減免額の補てんを行いません。減免利用を見込

んだ利用料金収入を想定してください。 

減免額 利用内容 

全額 

・指定管理者が指定管理に関する協定の範囲内で行う事業等のた

めに利用するとき 

・市が主催又は共催する事業等のために利用するとき 

半額 

・国または地方公共団体、公共的団体が主催する事業等のために利

用するとき 

・社会福祉法（昭和２６年法律第４５条）第２２条に規定する社会

福祉法人が主催する事業等のために利用するとき 

・社会教育関係団体がその活動目的のために利用するとき 

・「やまと生涯学習ねっとわぁく」利用者がその活動目的のために

利用するとき 

指定管理者が 

定める率 

・指定管理に関する協定の範囲内で、指定管理者が特に必要がある

と認めたとき 

 

（８）利用申込手続き等 

１）利用手続きの基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

※ 本施設では、市が構築したインターネットから会議室等を予約できる施設予約システ

ムを利用するものとします。管理に使用するパソコン・プリンター等は、指定管理者が

準備してください。（通常の業務に使用するものと兼用を可とします。） 

※ ２人以上の団体は、登録をした上で、すべての諸室を利用可能とします。 

※ 市民交流スペース、プレイルーム及び親子交流サロン・親子交流テラスは、登録や事

     

登録申請 
利用 

申込み 
仮予約 利用当日 

（指管）申請書等の確認 

／登録承認 

 

前納 

 

設備等料金は 

当日までに支払 

 

抽選予約は 

当選後 

施設利用 

料金の支払 

(本予約) 
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前の申込みなく利用可能とします。 

※ アリーナのみ個人でも利用可能とします。 

※ アリーナの団体利用は登録及び予約ともに会議室等の利用と同様ですが、個人利用の

受付方法及び利用可能日時の設定等については、団体の利用を考慮した上で、指定管理

者が利用のルールを定めて運用するものとします。 

２）登録の必要な施設・設備 

登録を必要とする施設 登録が不要である施設 

会議室（多目的）、アリーナ（団体）、団体

用コインロッカー 

アリーナ（個人）、更衣・ロッカー室、市

民交流スペース、プレイルーム、親子交流

サロン・親子交流テラス、個人用コインロ

ッカー、印刷スペース 

 

３）登録の基本的な流れ 

利用にあたっては、利用者が申請書や名簿等を提出し、審査後、登録決定の通知を送付

するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）利用者登録 

施設の利用を希望する団体等は、利用者資格に関する登録をするものとします。ただし、

公開のスペースはこの限りではありません。 

なお、条例、規則及び登録業務取扱要領に基づき、利用者登録の区分を次のとおりとし

ます。 

区 分 活動内容等 

市及び指定管理者 大和市の行政各課及び生涯学習センターの指定管理者 

国及び地方公共団体 国及び他の地方公共団体、あるいは国公立学校 

公共的団体 
法や政策などに基づいて公共的活動をするために結成され、かつ大

和市又は国あるいは神奈川県における当該部局が認めた団体 

社会教育関係団体 
組織的及び継続的に活動している団体であって、市内に在住・在学

又は在勤する者に対して社会教育に関する活動を行っている団体 

申
請
者 

本
施
設 

① 申請書等の提出 

②申請書等の確認 

③登録の可否の判断 

④ 登録決定の通知等 
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市民等の団体 
市内に在住、在学又は在勤するものが構成員の半数以上を占める団

体、あるいは市内に所在地を有する非営利の法人等 

営利団体 専ら営利活動を行うことを目的とした団体（私塾も含む） 

やまと生涯学習 

ねっとわぁく利用者 
やまと生涯学習ねっとわぁく制度に基づいて活動している団体 

市民以外の団体 
市内に在住、在学又は在勤するものが構成員の半数未満である団体、

あるいは市外に所在地を有する非営利の法人等 

 

５）利用者登録不可の団体等 

本施設に利用者登録できない団体等は、次に該当するものとします。 

・集団的又は常習的に暴力行為を行うおそれのあるもの 

・その他、指定管理者が管理上、その利用者登録を不適切と認めたもの 

 

６）利用者登録の取消 

登録を受けた団体等が次に該当すると判断された場合は、利用者登録を取り消すものと

します。 

・条例・規則に違反したとき 

・虚偽の申請により登録を受けたとき 

・管理上、支障があると認めたとき 

（９）利用申込み受付期間 

期 間 利用者区分 備  考 

利用日の属する月

の５月前まで 
市及び指定管理者 

・使用月の１２月前の初日から５月前の月

末まで（２月前の初日から通常予約開始）

※ 

利用日の属する月

の３月前の１日か

ら当日まで 

国及び地方公共団体 ・抽選申込期間（利用日の３月前の１日か

ら１０日まで） 

・随時予約期間（利用日の３月前の 

１２日の１０時から当日まで。１２日が

休館日の場合は１３日の１０時から当日

まで） 

公共的団体 

社会教育関係団体 

市民等の団体 

利用日の属する月

の２月前の１日か

ら当日まで 

営利団体 

・随時予約のみ 
やまと生涯学習ねっとわ

ぁく利用者 

市民以外の団体 

利用当日 個人（アリーナ利用） ・事前予約無し 

※使用月の１２月前の初日から５月前の月末までの予約ができるものは、原則、次の場合をいいます。 

・市が主催又は共催する事業等に使用するときで、指定管理に関する協定の範囲内で実施するもの 
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・指定管理者（本施設指定管理者に限る）が行う事業等に使用するときで、指定管理に関する協定の範

囲内で実施するもの 

 

３．指定管理者が行う業務等 

  指定管理者は、施設の設置目的や関連計画等の趣旨を踏まえ、以下のとおり業務等を実施す

るものとします。 

（１）貸館事業 

１）施設の貸出等 

項 目 内   容 

業務概要 市民の生涯学習活動のために、会議室（多目的室）、アリーナ及び備品等の

貸出、管理を行う。 

業務内容 ・開館時間前準備・閉館時間後の処理業務 

・登録申請の受付及び登録情報の管理 

・登録決定通知書の送付及び利用者カードの発行、送付 

・諸室及び各種スペース等の利用受付、管理 

・利用料金の収受、管理等 

・設備、備品等の貸出返却、管理 

備考 ・登録申請にあたっては、利用目的・団体概要等を確認した上で受付する。 

・施設予約システムへのデータ入力等を実施するなど、同システムを用いて

施設予約等に対応する。 

２）アリーナの運営 

項 目 内   容 

業務概要 利用者が快適に利用できるようルールを定め、アリーナを運営する。また、

利用者や利用内容等を把握するなど、適切な管理を行う。 

業務内容 ・利用ルールの設定 

・アリーナの管理・運営、利用者への対応（器具等の利用方法案内含む） 

備考 ・更衣・ロッカー室、器具庫の管理、運営も含む。 

３）市民交流スペース、プレイルーム及び親子交流サロン・親子交流テラスの運営 

項 目 内   容 

業務概要 利用者が快適に利用できるようルールを定め、市民交流スペース、プレイル

ーム及び親子交流サロン・親子交流テラスを運営する。また、利用者や利用

内容等を把握するなど、適切な管理を行う。なお、プレイルームの半面は、

定期的に市の事業を実施する。 

業務内容 ・利用ルールの設定 

・市民交流スペース、プレイルーム及び親子交流サロン・親子交流テラスの

管理・運営、利用者への対応 
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４）印刷スペースの運営 

項 目 内   容 

業務概要 市民のさまざまな活動をサポートするための印刷室を運営する。また、印刷

機及び複写機利用のサービスは、利用者に有料で提供する。 

業務内容 ・利用ルールの設定 

・印刷室の管理、消耗品の補充等対応 

・利用者対応（機器利用方法案内含む） 

備考 ・市が主催もしくは共催する事業等に使用するとき、または団体の支援をす

る場合は、指定管理者に関する協定の範囲内で印刷機等の利用に対応す

る。 

 

（２）生涯学習事業 

市の生涯学習推進計画に基づき、年度計画と事業プログラムを作成して事業を実施す

るものとします。なお、現在の北部文化・スポーツ・子育てセンターでの取組状況について

は、「大和の教育」を参照してください。 

１）生涯各期に合わせた講座、現代的課題に関する講座の開催 

項 目 内   容 

業務概要 市民が「生きる力」を養い、豊かな人生を送れるような内容となるように努

め、乳・幼児期、青少年期、成人期、高齢期といった世代ごとのニーズに配

慮した講座や、環境や防災、家庭教育支援等の地域の現代的課題に関する内

容を取り入れた講座を開催する。 

業務内容 ・講座の企画、運営 

・講座の周知、受講者募集 

・受講者アンケートの実施 

・事業報告書作成 

備考 ・講座の企画にあたっては、地域の課題や市民のニーズに基づいて実施す

る。 

・令和１１年度までに家庭教育支援に関する講座（小学校就学以降の子を持

つ保護者対象）を開始する（年１日（回）以上）。 

・民間の講座で実施しているものを除き、かつ一定数以上の参加者（概ね２

０人以上／回）を見込んだものを実施すること。 

・講座実施にあたっては、受講者からの実費相当額の参加費の徴収を認める

が、様々な人が受講しやすい環境となるよう十分配慮する。 

 

２）地域や利用者と密接に連携した講座等の開催 

項 目 内   容 

業務概要 地域密着型事業（団体が実施に関与する事業等）を開催する。 
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業務内容 ・実施団体等への特段の便宜・支援等 

・必要に応じた、事業の企画、運営への関与 

・必要に応じた、事業の周知、受講者募集への関与 

・必要に応じた、受講者アンケートの実施への関与 

・必要に応じた、事業報告書作成への関与 

 

３）生涯学習情報等の提供 

項 目 内   容 

業務概要 学習に係る情報の収集等を行いながら、学習相談者に対し、適切な学習情報

等を提供する。 

業務内容 ・学習情報の収集、管理、提供 

・学習相談対応 

・掲示・閲覧・配布コーナーの整理・運用 

 

４）やまと生涯学習ねっとわぁく制度の運用 

項 目 内   容 

業務概要 やまと生涯学習ねっとわぁく制度に登録している講師と、制度利用希望者の

間に立って連絡調整等を行う。また、やまと生涯学習ねっとわぁく制度の普

及や周知を行う。 

業務内容 ・登録講師との連絡調整 

・制度利用希望者の学習相談 

・利用申請書受付、審査 

・通知等発行業務 

・制度の普及や周知 

 

５）どこでも講座の調整 

項 目 内   容 

業務概要 どこでも講座メニューに掲載されている市の担当課と、利用を希望するグル

ープの間に立って連絡調整を行う。 

業務内容 ・市民からの相談や、「どこでも講座」受講申請書の受付 

・市担当課への連絡（日程調整等）、取次ぎ 

・市担当課で回収したアンケートの集計 

・通知等発行業務 

備考 ・市の担当課に取次ぎした後の連絡調整は担当課が実施するが、利用者から

の問合せ等には適宜対応すること。 
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（３）地域活性化事業 

地域や利用者との関係性を尊重した上で、市の生涯学習推進計画に基づき、以下に掲げる事

業について、年度計画と事業プログラムを作成して事業を実施するものとします。 

 

１）センターまつり（旧林間学習センターまつり） 

項 目 内   容 

業務概要 センターまつりを開催する。 

業務内容 ・市民参加型（実行委員会等）の学習センターまつりの企画・運営 

・事業の周知・参加者募集 

・参加者アンケートの実施 

 

２）地域文化振興事業の実施 

項 目 内   容 

業務概要 地域文化振興事業を開催する。 

業務内容 ・実行委員会等の事業実施団体への特段の便宜・支援等 

・必要に応じた、事業の企画、運営への関与 

・必要に応じた、事業の周知、受講者募集への関与 

・必要に応じた、受講者アンケートの実施への関与 

・必要に応じた、事業報告書作成への関与 

 

３）利用者懇談会等の開催 

項 目 内   容 

業務概要 新たに施設の利用を考えている者や施設利用者に向けて、懇談会等を実施す

ることにより、施設への要望やニーズを把握し、施設運営に反映させる。 

業務内容 ・利用者懇談会の開催 

・利用者推進説明会の開催 

備考 ・利用者懇談会（１回）、利用者推進説明会（１回）を目安とする。 

・貸出倉庫等の利用者調整（年１回程度）を併せて実施する。 

 

４）生涯学習の推進に寄与する団体支援 

項 目 内   容 

業務概要 生涯学習の推進に寄与する団体等への支援、アドバイス等を行う。 

業務内容 ・利用団体の活動内容等の把握 

・学習団体が企画運営する事業の支援 

・学習団体の運営・活動へのアドバイス 

備考 ・支援する団体の選定や内容については指定管理者の運用とする。 
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（４）館長会議、市内学習センターとの連絡調整会議への参加 

項 目 内   容 

業務概要 市内５館の学習センター間で、相互に連絡調整して事業を展開する。 

また、市内各学習センターの運営課題や業務改善等について協議する館長会

議及び市内各学習センターの事業調整等を行う連絡調整会議に参加し、連絡

調整を行う。 

業務内容 ・会議への出席、連絡調整 

 

（５）施設及び設備の維持管理に関すること 

１）基本事項 

①業務目的 

施設・設備等の機能や性能を十分に発揮できる最適な状態に保ち、施設の利用者が安全

かつ快適に利用できる品質や水準を維持することを目的とします。業務にあたっては、施

設・設備等の維持管理に係る関係諸法令等に基づき、適切に実施することを前提とし、省

エネルギーやライフサイクルコストの縮減、施設設備の長寿命化に配慮することとします。 

 

②業務仕様 

本仕様書等に定める仕様・水準を基本として、業務目的や施設の設置目的に合致した維

持管理を行うこととします。なお、本仕様書に掲げた点検等の項目は目安であり、指定管

理者は、自らのノウハウを最大限に発揮し、より良い維持管理ができるよう創意工夫の上、

業務を遂行することとします。 

 

③業務区分 

維持管理業務の業務区分は次のとおりとします。 

【業務区分】 

・建築物保守管理業務 

・建築設備保守管理業務 

・環境衛生管理業務 

・備品・消耗品の保守管理業務 

・館内秩序維持業務 

・駐輪場管理業務 

 

④業務の対象範囲 

業務の対象範囲は、本施設とします。 

 

⑤業務の記録・報告 

指定管理者は保守点検や修繕内容の報告書を作成し、市の求めに応じ提出することとし

ます。 
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２）業務内容 

①建築物保守管理業務 

建築物の機能及び性能を維持し、本施設の美観を保つとともに、安全で快適な利用が行

えるよう、建築物の点検、保守、修繕、管理等を実施することとします。 

建築・設備等の修繕は、指定管理者の負担において行うこととします。ただし、１件１

３０万円（消費税及び地方消費税含む）以上のものは、別途協議の上、市が負担します。 

修繕を行った場合、完了後に直ちに市に報告書（写真を含む）を提出し、市が修繕のや

り直しを指示した場合は、これに従うこととします。修繕による更新機器等の所有権は市

に帰属します。 

なお、本項以降の各業務における修繕に関する考え方、手続き等は、すべて本項に記載

した対応と同等に取扱いするものとします。 

 

   ②建築設備保守管理業務 

本施設におけるサービスが円滑に提供され、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、

建築設備（電気設備、空調設備等）の機能及び性能を維持し、運転・監視を行うとともに、

以下の基準による点検並びに保守対応等を行うこととします。 

電気事業法第４３条第１項に定められている電気主任技術者は、指定管理者で選任する

こととします。 

なお、法律等で点検に必要な資格が明記してある場合は、有資格者が点検を行い、法律

等に基づき点検結果を監督官庁等に提出するとともに、適切に保管するものとします。 

（ア）電気設備保守点検 

・高圧受変電設備 

・自家発電設備 

・太陽光発電設備 

・直流電源設備 

・非常照明設備 

・インターホン設備 

・トイレ非常通報設備 

・監視カメラ点検 

・電動カーテン 

・避雷設備 

・構内情報通信設備（無線ＬＡＮ等） 

（イ）空調設備保守点検 

・吸収式冷温水発生機 

・ＧＨＰ 

・エアハンドリングユニット 

・全熱交換器点検（エレメント清掃含む） 

・送排風機点検 
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・空調プレフィルター清掃 

・中性能フィルター等交換 

（ウ）給排水・衛生設備保守点検 

・上水水質検査 

・遊離残留塩素測定 

・機械換気設備 

・雨水貯留槽 

・電気温水器点検（目視） 

・ガス給湯器保守点検 

・ろ過設備保守点検 

（エ）消防設備保守点検 

      ・機器点検（消火器、屋内消火栓、消火ポンプ、非常警報装置、感知器、誘導灯、非

常放送設備） 

      ・総合点検 

      ・防火対象物点検 

    （オ）防火設備保守点検 

    （カ）昇降機設備保守点検（１基） 

    （キ）建築付属設備保守点検 

・シャッター 

・自動ドア 

・吊り下げバスケットゴール 

      ・植栽 

（ク）その他施設内設備の保守管理 

上記に掲げられていない施設内の設備についても、利用者の安全確保のため、また、

施設の運営に支障をきたさないよう、保守点検等の管理を行うこととします。（今後、

市が設置する可能性のある設備等の日常作動点検を含みます。） 

 

③環境衛生管理業務 

本施設におけるサービスが円滑に提供され、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、

施設を美しく衛生的に保つための清掃業務等を実施することとします。 

実施にあたっては、施設利用者の妨げとならないように業務計画を立て、実施時間を設

定することとします。 

なお、業務の対象範囲内において排出される一般廃棄物、産業廃棄物については、環境

に配慮して適切に処理し、産業廃棄物の排出時に発行したマニフェストは適切に保管する

こととします。 

（ア）施設清掃業務 

建物内外の仕上げ面、家具・備品及び屋外施設全面並びに駐車場等を適切な頻度・

方法で清掃することとします。 
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また、仕上げ材の性質等を考慮しつつ、日常清掃、定期清掃及び特別清掃を適切に

組み合せた作業計画を立案・実施し、施設の美観と衛生性を保ち、特に利用頻度の高

いエントランスホール等の美観維持に配慮することとします。 

［施設清掃業務の種類］ 

〇日常清掃 

概ね次のような業務を、日または週を単位として定期的に実施してください。 

・施設内外の床面の除塵・水拭き、バキューム清掃、しみ抜き、巡回清掃、衛生陶

器及び金属部清掃、衛生消耗品の補充、汚物処理、洗面所・鏡の清掃並びに屋

外施設全面のごみ拾い等 

〇定期清掃 

概ね次のような業務を、月を単位として定期的に実施してください。 

・施設内外の床面洗浄、床面ワックス塗布、シャンプークリーニング、壁面等の

清掃、マットの清掃、什器備品の清掃等 

〇特別清掃 

６か月または年を単位として行う定期的な業務と不定期に行う業務で、概ね次の

ような業務を実施してください。 

・照明器具の清掃、吹出口及び吸込口の洗浄・清掃等 

（イ）環境衛生業務 

・ねずみ等の点検・害虫防除 

（ウ）外構関連 

・樹木の剪定 

・花壇の管理 

 

④備品・消耗品の保守管理業務 

本施設におけるサービスが円滑に提供され、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、

備品・消耗品等の機能及び性能を維持し、適切に管理することとします。施設内の設備・

備品については、市が指定管理者に無償で貸与します。ただし、電話設備については、各

室のインターホンは市で設置しますが、事務室で使用する電話機は指定管理者が調達の上

で設置してください。また、電話回線については、市名義の回線を使用し、料金は指定管

理者の負担とします。 

市の貸与した設備や備品に破損、不具合が生じた場合の代替備品の購入又は調達は、指

定管理者の負担において行うこととします。ただし、１件１３０万円（消費税および地方

消費税含む）以上のものは、別途協議の上、市が負担します。 

代替備品の購入又は調達を行った場合、その所有権は市に帰属します。代替備品の購入

又は調達を行う時は速やかに市に報告してください。 

（ア）ピアノ １台（市が設置） 

・総合点検 

・定期調律 
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（イ）ＡＥＤ ２台（指定管理者が調達し、設置するものとする） 

・日常作動点検 

・定期点検 

（ウ）その他施設内備品の保守管理 

利用者の安全確保のため、また、施設の運営に支障をきたさないよう、施設内の 

備品の管理を行うこととします。（今後、市が設置する可能性のある備品を含みます。） 

（エ）消耗品 

施設の維持管理に支障をきたさないよう、必要な消耗品を適宜購入し、管理を行 

うこととします。その際は、市内事業者から購入する等、地元の活用に努めてくだ 

さい。 

（オ）新規備品の購入 

施設内の備品以外に指定管理者が必要とする備品が生じた場合は、購入し、管理 

を行うこととします。 

なお、指定管理者が購入した備品は指定管理者に帰属するものとしますが、指定期 

間終了後は、協議により大和市あるいは大和市が定める者に引き継ぐことができる 

こととします。 

 

⑤館内秩序維持業務 

本施設の秩序及び規律を維持するために必要な監視等を行い、利用者の安全を守ると 

ともに財産の保全を図ることを目的として実施することとします。 

（ア）開館時間内においては、職員等による巡回を基本とし、機械警備の組合せも可能

とします。 

（イ）開館時間外においては、機械警備のみでも可能とします。ただし、施設閉館後に

おいても、退館者が近隣の迷惑とならないよう適切な対応を行うこととします。 

 

⑥駐輪場管理業務 

駐輪場の性能及び機能を維持し、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、本施

設の駐輪場の保守点検及び、補修・修繕等を実施するものとします。なお、案内表示等が

破損・汚損・滅失した時は、直ちに復旧するものとします。 

また、利用者のモラル向上のための注意喚起・指導を必要に応じて実施するとともに、

場内での事故、トラブル等が生じないよう努めるものとします。 

なお、満車の場合は、周辺の駐輪場へ誘導するなど、円滑な運営に努めることとします。 

（ア）駐輪場の利用料金 

利用料金の金額は、大和市生涯学習センター条例に基づき、指定管理者が市の承認

を得て定めるものとします。 

一般利用者は３時間の無料時間を設定することとします。また、高校生以下は、当

日中は制限時間なく無料とし、無料とするための手続きは窓口で行うこととします。 

（イ）駐輪場管制に関する設備・備品の管理 
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駐輪場を管制する設備・備品等については、市の調達範囲とします。指定管理者は

設備・備品等を適切に管理するものとし、必要に応じて設備・備品等の状況等を市に

報告することとします。 

 

（６）緊急時対応に関すること 

１）緊急時対応 

指定管理者は、災害や事故等の緊急時に対して、市の関係者と協力して対応するものと 

します。 

 

２）自衛消防組織の編成 

指定管理者は、年２回以上の防災訓練等を行い、火災、地震等の災害に備えるとともに、 

本施設の保安保全の確保に努め、盗難・破壊等犯罪の防止など、適切な管理運営業務を行 

うものとします。 

 

３）安全運営管理マニュアルの作成 

指定管理者は、緊急時の対応や防犯・防災対策等の危機管理について定めた安全運営管 

理マニュアルを作成し、従事者に周知徹底を図るとともに、市、その他の関係者との緊急 

時の連絡体制を整えるものとします。緊急時は利用者の安全確保を最優先し、上記に基づ 

き速やかに必要な措置を講じるとともに、関係者に報告してください。 

 

４）指定管理者は、大和市地域防災計画に従い、災害時における被害の最小化とサービスの

継続、早期復旧を図るため、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するなど、平常時から防災活

動の推進に取り組むものとします。 

 

（７）災害時の施設の使用及び体制整備 

１）協力要請 

   災害時等に、北部文化・スポーツ・子育てセンターを生活必需物資集積センターまたは

帰宅困難者一時滞在施設として利用する必要があるときは、市は指定管理者に対して協力

を要請します。 

 

２）協力体制 

指定管理者は、あらかじめ協力内容について市と協議し、協力体制を明らかにしてくだ 

さい。 

 

３）災害時等の対応 

   ①指定管理者は、災害時等において速やかに、生活必需物資集積センターまたは帰宅困難

者一時滞在施設としての機能を果たせるよう施設の開場など必要な措置を講じることと

します。 
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②指定管理者は、あらかじめ市と協議した内容に基づき、生活必需物資集積センターまた

は帰宅困難者一時滞在施設の開設及び運営に協力することとします。 

 

   ③災害時等に、市が生活必需物資集積センターまたは帰宅困難者一時滞在施設として開設

した施設の管理運営は、必要に応じ職員を派遣するなどして、市が責任をもってあたる

ものとします。 

 

   ④市の職員到着までは、施設の管理運営については指定管理者が責任をもってあたること

とします。 

 

   ⑤生活必需物資集積センターまたは帰宅困難者一時滞在施設の管理運営について応援が必

要な場合は、市の要請または指定管理者の状況判断により、指定管理者は可能な限り市

に協力することとします。 

 

   ⑥施設が生活必需物資集積センターまたは帰宅困難者一時滞在施設として開設されている

間は、市は必要に応じた範囲内で一般利用の制限を行うものとします。指定管理者は、

市に協力して一般利用者への連絡・周知を行うこととします。 

 

   ⑦生活必需物資集積センターまたは帰宅困難者一時滞在施設の閉鎖については、復旧状況

等を考慮し、市が決定するものとします。 

 

  ４）その他 

災害発生時の他施設の状況等により、施設を上記１）で規定する生活必需物資集積セン

ターまたは帰宅困難者一時滞在施設以外の応急対策活動拠点として利用する要請があった

ときは、指定管理者は要請内容の運営支援業務にあたるよう努めなければならないものと

します。 

 

（８）その他 

１）業務内容の管理 

一日の業務内容（巡視・巡回、点検、修繕、清掃、その他維持管理作業、窓口運営等）や市

民対応などの特記事項を記した日報等により、業務内容を管理するものとします。 

 

２）施設簡易修繕 

塗装、漏水、ガラス破損、機器、建具調整等の簡易な修繕を行うものとします。ただし、１

件１３０万円（消費税及び地方消費税含む）以上のものは、別途協議の上、市が負担します。 

 

３）ごみの分別処分 
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施設内から発生したごみは、分別収集して処分してください。一般ごみ（可燃ごみ）や不

燃ごみは、適正に搬出処分し、資源ごみ（ビン、缶、ペットボトル等）は、それぞれの回収と

再利用を行っている処理業者に処分させるものとします。その他のごみについては、関連法

令に基づき適切に処理してください。 

 

４．運営組織 

（１）基本方針 

１）地域活性化につながる生涯学習事業と良質な利用者サービスを提供できる組織 

採算性の追求のみに偏ることなく、地域活性化につながる生涯学習事業と良質な利用者

サービスを安定的に提供できる体制とします。 

２）生涯学習施設運営の専門的なノウハウを有する組織 

業務部門ごとに必要とされる知識、能力を持ったスタッフを常時配置するものとします。 

３）スムーズな連携が可能な組織 

行政はもとより、市民組織や地域の関係機関などの外部団体ともスムーズな連携を図る

ものとします。 

 

（２）想定される運営体制と業務内容 

業務部門 業務内容 

館長 本施設を統括する最高責任者であり、スタッフの能力を最大限に引き出すた

めの人事管理を行うとともに、利用者のニーズを運営に反映させる役割を担

う。 

【主な業務内容】 

○施設に関する運営管理の統括 

○市内外の他施設との調整・連絡 

○施設利用の承認 

○事業実施の最終判断  など 

副館長 館長を補佐し、スタッフを束ね、運営現場を指揮する役割を担う。 

【主な業務内容】 

○館長補佐及び館長不在時の館長業務代行  など 

総務・施設 

利用担当 

経理、事務担当者として、必要な経理実務の知識と情報処理能力を持った人

材を配置する。また、貸館に係る業務を担うため、十分な接遇能力を発揮で

きる人材を配置する。 

【主な業務内容】 

○各種統計、報告書類等の作成 

○委託契約等の管理 

○スタッフの労務管理 

○経理事務（定期的な収支報告、予算・決算など） 

○庶務事務（備品、消耗品の管理・発注など） 



19 

○巡回、清掃等のスケジュール等に関する調整 

○運営評価事務 

○広報事務 

○視察対応 

○市やその他機関等との連絡調整 

○利用者の登録、利用申請等の受付 

○施設・会議室等の利用案内 

○貸出物品の受付・貸出・管理 

○利用料等の収受、出納 

○ポスター・チラシの掲示・管理  など 

事業企画 

制作担当 

生涯学習事業全般に幅広い知識と経験を有し、企画・運営能力の高い人材を

配置する。 

【主な業務内容】 

○年間事業計画の作成、事業の企画制作・実施 

○生涯学習に関する相談対応・市民への情報提供 

○生涯学習情報誌の作成  など 

施設の安全

管理、施設及

び設備の維

持管理担当 

巡回等による施設の安全管理や施設や設備の維持管理の役割を担う。建築物

や建築設備等の維持管理全般に幅広い知識と経験を有する人材を配置する。 

【主な業務内容】 

○施設内外の巡回等 

○施設及び設備の維持管理に関する業務 

○施設内における市民向けインターネット利用環境の整備に関する業務 

※各業務部門の人員配置においては、それぞれの業務内容の妨げとならない範囲で兼務も可とし

ます。また、業務内容が網羅されていれば業務部門の設定は上記に限りません。 

 

５．禁止事項 

（１）飲食 

原則として、施設内での飲酒を全面禁止とするほか、飲食を目的とした諸室（主に有料施設）

の利用は禁止とします。 

 

（２）喫煙 

施設内は全面禁煙とします。 

 

（３）写真撮影等 

原則として、利用者の施設内での撮影、録画、録音を禁止します。ただし、テレビ、新

聞、雑誌などの取材や視察における撮影等にはできる限り協力するものとします。貸館事業

の場合は、利用者に一任するものとします。 

 

（４）その他 

他の利用者に迷惑をおよぼす、または施設の設備等に損傷をおよぼすおそれのある行為を

禁止し、その都度、指定管理者が判断するものとします。 


